
沖縄県農林水産部村づくり計画課公告農計第1643号

簡易公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、次のとおりプロポーザル方

式による公募手続きを開始します。

平成29年11月21日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 業務概要

⑴ 業 務 名 平成29年度沖縄型海岸整備指針検討委託業務

⑵ 履 行 場 所 沖縄県

⑶ 業 務 内 容 調査検討 一式

⑷ 履 行 期 間 契約締結日の翌日から平成30年３月30日（予定）

⑸ 契約限度額 9,928,440円（消費税及び地方消費税相当額を含む）以下

⑹ 本業務は、一定の条件を満たす者を公募により選定し、当該業務に係る実施体制、実施方

針、技術提案等に関する提案書（以下、「技術提案書」という。）の提出を求め、技術提案

書の内容が業務の履行に最も適した者を契約交渉の相手方として特定する業務（プロポーザ

ル方式）である。

２ 参加資格

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年指令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。

⑵ 沖縄県の「平成29・30年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿」に登

録され、業種区分が土木関係コンサル業種の農業土木に登録されていること。

⑶ 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。ただし、上記⑵の再認定を受けた者を

除く。

⑷ 参加表明書の提出期限から開札の日までの期間に、沖縄県工事請負契約に係る指名停止等

の措置及び指名停止審査会に関する要領に基づく指名停止を受けていないこと。

⑸ 参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

⑹ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、沖縄

県発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。

⑺ 沖縄県内に、本店、支店又は営業所があること。

⑻ 配置予定技術者が、対象業務の同種又は類似業務の実績を有する業者であること。

⑼ 実施方針及び特定テーマが適正であること。

⑽ 当該業務の見積金額が契約限度額内であること。

⑾ 技術士法に基づく技術士（農業部門、環境部門、建設部門）又は農業土木技術管理士、Ｒ

ＣＣＭ（農業土木部門、土木部門）の資格を有する者を管理技術者として配置できること。



３ 全体スケジュール

⑴ 参加表明書の提出期限 11月28日（火曜日）

⑵ 参加資格の審査結果の通知 11月29日（水曜日）

⑶ 技術提案書の提出期限 12月12日（火曜日）予定

⑷ 技術提案書のヒアリング 12月14日（木曜日）予定

⑸ 契約交渉相手方の決定通知日 12月14日（木曜日）予定

※ 本業務に係る公募内容に関する説明会は特に設けない。

４ 内容

本業務の詳細については、別添の業務説明書による。

５ 問い合わせ先

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号（沖縄県庁10階）

沖縄県農林水産部村づくり計画課 事業計画班（担当：園田、佐久本）

電話番号：０９８－８６６－２２６３ ＦＡＸ番号：０９８－８６９－０５５７

メールアドレス：sonodayu@pref.okinawa.lg.jp
skmotohr@pref.okinawa.lg.jp


